
てつどうさい

うに一変し，以後わが国の鉄道は主として固有鉄道として発注

することとなった。
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一わが国資本主義創始却lの鉄道(主I!輸と経済 11 巻 4 号)同わ

が国資本主義発展期の鉄道(巡械と経済12巻 6 号) 0 (保原消)

てつどうさいけん 鉄道債券 国鉄の財務上，鉄道依券の発

行と L、う形式で民間から資金を調達する途が附かれたのは，昭

和 24 ・ 12 ・ 14 公布をみた法律第 262 号日本固有鉄道法の一部改

正によってである。この法律制定に伴ない， その翌々年1IiJ，和

26 ・ 10 には，政令第 339 号が公布され， 鉄道5'i.ii:企の具体的な発

行手続が絵師首されるに至った。しかし， 当H寺はいわゆるドッジ

政策が強力に突施されており，一般会計はもちろん，特別会計

においても国の財政を民間資金によりまかなうことは許されな

か ったので， 鉄道位券の発行は，"):!際には秘められず，こえて

H日和 28 年l立予算によりようやく第 11mの鉄道依券が発行され

ることになった。

1 鉄道依券の性絡

鉄道債券f"i，公募伎であると非公募依であるとを 1M]わず，位

券の発行により民間資金を調達するという点では一般の社債と

同様であるが，借入主体が公共企業休と Lづ特殊な公法人であ

り ， そのうえ公募の鉄道債券については，政府の元利金の支払

保証があること等の点では一般社依とは奥なり，むしろ国債に

準じた特殊の債券であるということができる。いずれにしても，

債券としづ証券化したものが位権者に交付され， 市協において

転々流通するこ とを原 HlJ とするものである。

2 鉄道依券の特色

鉄道位券の特色と }il~われるものをあげると，つぎのとおりで

ある。

(1) 無記名式利札付であること(日本固有鉄道法施行令〔以

T L令1 という 〕第 1 3 条)。

(2) 発行方法は募集の方法によること ， したがって売出発行

が認められない(令第 14 条)。

(3) 政府引受が認められている(日本国有鉄道法〔以下Li去1

という 〕鈎・ 42 条の 3) 。

(4) 発行に当り運輸大臣のít~.可を裂する(法第 42 条の 2) 。

(5) 発行限度傾は一般の社fi'( と具なり ， 自己資本の官riに左右

されず，予算と L、う形式で国会の議決を経ることを主gする(法

担円 42 条の 2) 。

(6) 国鉄の蛍築総およびこれに準ずる霊製な財産を担保に供

することが禁止されているので， 物上担保付とすることができ

ない(法第 45 条)。

(7) 一店主主t債の社債権者集会類似のものが法律上設けられて

いない。

3 鉄道{ì'(券の l'1Il類

一般に公募する鉄道位券と特定の者に対して募集を1fう非公

募の鉄道依券の 2 極がある。

国鉄ではf.ilj者を公募fi'(と称し，後者を幸IIHl fi'lと称してこれ

を区月IJ している。

4 公募債

(1) 発行に至るまでの手続

まず，発行に先立ち，国鉄は受託会制と発行告íïその他につい

て下打合せを行った1&，王山市大臣に発行の問、可申請を ， 大政大

限に元手11払の支払保証の l~l~i'iを行う。その後，受託会社，証券

会社の参~のもとに行われる発表会において，発行条件等が発

表され募集開始となる。

現在，公募位の募集方法は委託募集(発行事務を第三者に委

託する方法)の間接発行(発行の危険を他者に転嫁する方法)

という方法，すなわち司i負募集の方法をとっている。 すなわち，

鉄道依券の場合においては， 先に述べたように干土佐t権者集会類

似の後闘がないので， 受託会社を設けるこ とによ って一般社5'i.

権者の保護をはかることとしている。したがって，迎愉大臣の

発行に対する認可および大蔵大臣の元利払の保証の泳訟をまっ

て，受託会社と募集委託契約を締結する。つぎに， 政府が鉄道

位券の元金の償還および利息の支払について保証をしているた

め，証券取引法第 65 条第 2 項により，銀行および信託会社も鉄

道5'i.券の引受を行うことができるので， 証券会祉を始め，市中

銀行， 日本長期信用銀行および地方銀行の代表者を含めた強力

な シンジケー ト 聞が組織され，引受ならひYこ募集の]反j&が行わ

れており，これらの会社 と引'叉ならびに募集取扱契約を締結す

る。なお， 鉄道債券の応募者に対する元利金の支払について，

元利金支払事務取扱会社と元利金支払事務取扱契約を締結し，

また， このほか登録された鉄道位券について ， '0:録H提供!と~録

事務取扱契約を締結する。

上述の4fiJìの契約を締結することによって， 発行態勢が縫い，

詰E券会社を通じて募集の勧誘行為が開始されるのである。

(2) 政府の元利金の支払保証

現在の法制l下では， 法人に対する L政府の財政援助の制限に

l測する法律1 (1昭和 2 1 ・ 9 法律第 24 号)により ， 政府は原 111 1 とし

て会社その他の法人の位務については，保証契約をする ことが

できないことになっているが， 国鉄の政府関係機|掲であるとい

う特殊性にかんがみ，その長jlJJ資金調達の円滑をはかるため，

同法の適月:1を排除し， L鉄道依券および電信電話 ß'( 券等にかか

るfi'(務の保証に関する法律1 (昭和 28 ・ 8 法律第 129 号)により ，

特別に元利払の保証が与えられている。したがって， 発行され

る依券簡にはs このfi'(券の元利金の支払について政府が{足首Eす

る旨の文言が記11置されている。

(3) 発行条件その他

鉄道依券の名称は， 政府保証第何回鉄道依券 と いい，l)!在で

は起5'i.市場の資金1J[.悩に制約される結果， 10 億:門程度の傾が起

ß't単位の突事~と なっている。

券聞の主n~iは 1 万円 ， 1 0 万円， 1 00 万円 ， 500 万円および

1 ，000 万円の 5 在I\~i とな っ ている。

発行仙i告白は 100 円につき 98 円 75 豊島，利息は年 7 分で年 2

国各利払期日に指定の元利金の支払箇所で支払われることにな

っている。償巡の方法は，発行日から 2 年間すえおき，各罪1)払

j初日に発行傾の 2% 以上を抽せんtJt還または質入償却 し 7 年

後に全額返還することになっている。

(4) 応募状況

現在の金利体系の下では鉄道低券の消化は，その大部分が金

融機関によって行われているのが突梢である。

(5) 発行諸手数料 (100 門につき)

ア受託手数料 0.04 円受託銀行に対し

イ 引受手数料

引受責任料 0.10 引受シ図メンパーに対し

応募予約料 0.20 大口引受先に対し(引受シ図

メンパーを含む)

募集l反倣手数料 0.40 証券会社に対し

ウ 当初登録手数料 0.04 登録機関に対し

エ 元金償還手数料 0. 20 元金支払会社に対し
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